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研究成果の概要（和文）： 
本研究では、中小企業を中心に、戦後日本の労使関係の制度化を分析した。歴史分析によっ
て労使協議制度の導入とその効果を明らかにし、アンケート調査によって労使協議の問題を検
討し、運営方法によってその効果が異なることを明らかにした。さらに、企業内の労使協議だ
けでなく、産業別、地域別、全国における労働組合の参加の形を検討した。 
 
研究成果の概要（英文）： 
In this project, the small and medium-sized enterprise was investigated and the 
institutionalization of industrial relations of Japan was analyzed after WW2. The 
introduction of the labor-management consultation system was clarified by the history 
analysis. Moreover, it was confirmed that the labor-management consultation was 
analyzed, and the effect changed by managing the labor-management consultation 
system by the questionnaire survey. In addition, not only the labor-management 
consultation in one enterprise but also the participation of the labor union in industry, 
the region, and the whole country was examined. 
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１．研究開始当初の背景 
 戦後日本企業の労使関係の特徴は企業別
労働組合を中心とした「協調的」（もしくは
「相互信頼的」）労使関係の形成にあると言
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われている。小池（1983，2005）のホワイト
カラー化組合モデルによれば、企業内特殊熟
練に基づく内部労働市場の形成は日本企業
ではブルーカラーまで及び、その結果として
「対立型」労働条件交渉から「参加分配型」
労使協議へと移行してきた。久本（1998）に
よれば、「相互信頼的」労使関係は 1960 年代
後半以降に形成された。 
 しかし、先行研究が指摘する日本的労使関
係の特徴は大企業には当てはまるが、中小企
業の労使関係を反映しているとは言い難い。
中小企業の特徴として以下の３点が考えら
れる。 
第一に、中小企業では労働組合の組織率が
低い。 
第二に、中小企業では、労働組合が結成さ
れても専従者がいないことが多い。 
第三に、氏原（1950）でも指摘されるよう
に、中小企業の労働組合結成時には、全国組
織、産別労働組合からの関与の程度は大企業
よりも遙かに大きい。つまり、中小企業を相
対的に多く含む金属工業、雑産業、その他軽
工業において全国組織、産別労働組合の関与
率が高い。 
 本稿では、中小企業を中心に大企業と比較
しながら日本の労使関係の特質を分析した
い。 
 
 
２．研究の目的 
本研究では、中小企業における労使交渉方
式が、いつ、どのような形で形成されたのか
を検証する。具体的には、中小企業労働組合
の割合が大きい産業を取り上げ、労使交渉方
式、労使協議制、および労働協約などの整備
過程を分析する。 
 
 
３．研究の方法 
第一に、労使関係、労働組合間の交渉をオ
ーラルヒストリーから読み解く。組合資料、
組合 OBや現役のユニオンリーダーを通して、
技術革新が労使交渉の議題となった企業、な
らなかった企業を選定し、許可が取れ次第イ
ンタビューを行う。資料に基づいて質問項目
を作成し、1 企業につき 1回、2 時間程度の
インタビューを 6回行う。また、経営協議会
議事録など文書資料の調査と目録作成を行
う。 
 第二に、労働組合間の対立と協調の構造を
定量的に明らかにするためにアンケート調
査を行った。具体的には、企業規模の違いに
よって労働組合の意識・行動がどのように異
なるのかを検証する。そのほかにも、組合結
成の時期もしくは上部団体への加盟時期、組
合員の構成、企業の取引関係や資本関係、企
業の経営状態、企業・事業所の所在地、生産
技術などが労働組合の意識・行動に影響を与
える可能性がある。また、実際に労使交渉の
結果として整備されていったルールや慣行
（労働協約や労使協議制の実態等）について
も把握した。 
 
 
４．研究成果 
 労使関係のオーラルヒストリーから、企業
内の労使協議制度の形成過程を分析するこ
とができた。オーラルヒストリーは、編集し、
冊子の形で刊行した。 
雑誌論文の①②では、企業内における雇用
問題や人事制度設計に対して、労使協議の効
果を歴史的に検証した。また⑪③④では、産
業別労働組合の役割を検討し、産業別組織が
個別企業の組織化や企業を超えた地域など
の労働条件制約には機能していること、さら
にその限界を確認した。さらに⑪では、労働
法政策の決定過程を分析し、ナショナルセン
ターによる政策参加の効果と限界を検証し
た。以上、企業内、産業・地域、全国という
3 つのレベルにおいて労使協議の実態を把握
できた。 
 次に、労働組合に対するアンケート調査に
よって労使協議の実態を把握した。⑨①では、
現在、労使協議が難しい案件が増えてきてい
ることを確認し、そのうえで専門委員会設置
や労使の情報共有などの運営方法の改善で、
労使協議の成果が高まることを確認した。こ
のような難しい協議を「問題探索型」協議と
名付けた。 
さらに、特に中小企業を対象としたアンケ
ート調査とヒアリング調査も行い、中小企業
においては専従役員がいないことが労使協
議の運営の難しさを生み出していることを
発見した。組織として労働組合の効果を高め
るには、人材育成や組織の効率的運営が欠か
せないことがわかった。2010 年度労務学会に
おいて学会発表は既に行い、現在は投稿に向
けて、現在改訂作業中である。 
 オーラルヒストリーを含めた労働史資料
の研究会を開催し、資料報告はテープ起こし
して報告書にまとめた。また、史料館におけ
る労働史資料を調査した結果、新しい未整理
のオーラルヒストリーが見つかったので、資
料紹介をまとめ、『大原社会問題研究雑誌』
に公開した。 
 オーラルヒストリーを通じた各史料館や
研究者との連携関係も構築され、この成果は
2011年度6月開催の社会政策学会大会で報告
した（「オーラルヒストリーによって何を分
析するのか－労働史研究における＜オーラ
リティー＞の可能性」）。なお、社会政策学会
でオーラルヒストリーの特集が組まれるの
は、はじめてであるが、多くの関心を得るこ
とができた。この報告を学会誌に載せるよう
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に、現在作業中である。 
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